
 

- 1 - 

 

Ⅱ 個人情報保護制度の運用状況 

 

 

 

１ 個人情報取扱事務の届出状況 

  個人情報を取り扱う事務の実施機関別の届出状況は，表１のとおりです。 

 

  表１                                  

（単位：件） 

実施機関 
届出件数 

現在数 
開始 変更 廃止 

市 
 
 

長 

会 計 室 0 0 0 1 

市 長 室 0 0 0 11 

総 務 企 画 局  0 0 0 7 

財 政 局 0 11 0 25 

市 民 局 3 17 2 55 

こ ど も 未 来 局  4 3 1 66 

保 健 福 祉 局  11 82 6 189 

環 境 局 2 8 0 50 

経 済 観 光 文 化 局 7 3 2 34 

農 林 水 産 局  0 2 0 28 

住 宅 都 市 局  3 11 0 83 

道 路 下 水 道 局  1 0 1 47 

港 湾 局 4 2 0 16 

区 役 所 0 3 1 5 

小         計 35 142 13 617 

議           長 0 0 0 2 

教 育 委 員 会 3 17 5 43 

選挙管理委員会（市・各区） 0 0 0 81 

人 事 委 員 会 0 0 0 0 

監 査 委 員  0 0 0 1 

農 業 委 員 会 0 3 2 4 

固定資産評価審査委員会 0 0 0 1 

公営企業 

管 理 者 

水 道 局 0 2 0 13 

交 通 局 0 0 1 6 

消防長 消 防 局 0 0 0 34 

地方独立行政法人福岡市立病院機構 0 1 0 1 

福 岡 市 住 宅 供 給 公 社  0 1 0 6 

福 岡 市 土 地 開 発 公 社  0 2 0 2 

合           計 38 168 21 811 

備考  現在数とは，平成27年 3月 31日現在の取扱件数をいう。 
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２ 保有個人情報の開示の請求等の状況 

 

（１）保有個人情報の開示の請求 

   保有個人情報開示の請求件数とその処理状況は，表２のとおりです。 

 

 表２ 

                                           （単位：件） 

年
度 

請 求 

件 数 

処  理  状  況  

開 示 
一部 

開示 

非 開 示 

却下 
期間 

延長 

期限の

特例 
取下げ 非開示 

情  報 
不存在 

存否応答

拒 否 

２５ ３４８ １４０ １０３ ３ １２３ ０ ３ ３０ ０ ７ 

２６ ４３０ ２４１ １０１ ４ １１４ ０ １ ５８ ０ ８ 

 備考 

１件の請求で複数の決定をしているものがあるため，請求件数と処理状況の件数の合計は一致しません。 

 

 

 

（２）保有個人情報の訂正の請求 

   保有個人情報訂正の請求件数とその処理状況は，表３のとおりです。 

 

  表３ 

（単位：件） 

年 度 
請 求 

件 数 

処  理  状  況 

訂正 一部訂正 訂正拒否 却下 取下げ 

２５ ３ １ ０ １ １ ０ 

２６ ４ ０ ０ １ ３ ０ 

 

 

 

（３）保有個人情報の利用停止の請求 

   保有個人情報利用停止の請求件数とその処理状況は，表４のとおりです。 

 

  表４ 

（単位：件） 

年度 
請 求 

件 数 

処  理  状  況 

利用の停止 消去 提供の停止 利用停止拒否 取下げ 

２５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２６ １ ０ ０ ０ １ ０ 
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３ 実施機関別の保有個人情報の開示の請求件数及びその処理状況 

  実施機関別の請求件数は，表５のとおりです。 

 

表５ 

                                                                        （単位：件） 

実 施 機 関 

請求件数 処  理  状  況 

２５ ２６ 開示 
一部 

開示 

非 開 示 

却下 
取下

げ 
非開示

情  報 
不存在 

存否

応答

拒否 

市 
 
 
 

長 

会 計 室 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 長 室 ７ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総務企画局 ４ ４ ２ １ ０ １ ０ ０ ０ 

財 政 局 ６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 民 局 ８ ６ ４ １ ０ １ ０ ０ ０ 

こども未来局 ０ ５ ２ ２ １ ０ ０ ０ ０ 

保健福祉局 １１ ２５ １６ ９ １ ４ ０ ０ ０ 

環 境 局 ８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

経済振興局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

農林水産局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

住宅都市局 １１ ２５ １１ ７ ０ １０ ０ ０ ０ 

道路下水道局 ３ ４ ３ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

港 湾 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

区 役 所 ２４２ ２７７ １４６ ６５ ２ ８４ ０ １ ８ 

小   計 ３００ ３４７ １８５ ８６ ４ １００ ０ １ ８ 

議 長 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

教 育 委 員 会 １２ １７ ５ ５ ０ ９ ０ ０ ０ 

選 挙 管 理 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

監 査 委 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

農 業 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

固定資産評価審査委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

公営企業 

管 理 者 

水道局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

交通局 ７ ３２ ２９ ０ ０ ３ ０ ０ ０ 

消 防 長 消防局 １８ ２７ １８ ９ ０ ０ ０ ０ ０ 

地 方 独 立 行 政 法 人 

福 岡 市 立 病 院 機 構 
１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

福岡市住宅供給公社 ９ ７ ４ １ ０ ２ ０ ０ ０ 

福岡市土地開発公社 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 長 以 外 小 計 ４８ ８３ ５６ １５ ０ １４ ０ ０ ０ 

合 計 ３４８ ４３０ ２４１ １０１ ４ １１４ ０ １ ８ 

 備考 

１件の請求で複数の決定をしているものがあるため，請求件数と処理状況の件数の合計は一致しません。 
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４ 保有個人情報の複写の状況及びその費用の徴収状況 

  保有個人情報の複写の状況及びその費用の徴収状況は表６のとおりです。 

 

  表６ 

 

区   分 
２５年度 ２６年度 

数 量 金 額 数 量 金 額 

用紙 

モノクロ １，６４０枚 １６，４００円 ２，９１０枚 ２９，１００円 

カラー １８４枚 ５，５２０円 ３２１枚 ９，６３０円 

写真フィルム 

（印画紙に印画したもの） 
０枚 ０円 ０枚 ０円 

スライド 

（印画紙に印画したもの） 
０枚 ０円 ０枚 ０円 

フロッピーディスク ０枚 ０円 ０枚 ０円 

ＣＤ－Ｒ ０枚 ０円 ０枚 ０円 

ＤＶＤ－Ｒ   １枚 １２０円 

録音カセットテープ ０巻 ０円   

ビデオカセットテープ ０巻 ０円 ０巻 ０円 

総 計 ２１，９２０円 ３８，８５０円 

備考 

    用紙に複写する場合 モノクロ１枚（片面）１０円，カラー１枚（片面）３０円， 

写真フィルム１枚３０円，スライド１枚８０円，フロッピーディスク１枚３０円， 

ＣＤ－Ｒ１枚７０円，ＤＶＤ－Ｒ１枚１２０円，録音カセットテープ１巻１７０円，ビデオカセット

テープ１巻１７０円。 

  録音カセットテープは，平成２５年度までで廃止。ＤＶＤ－Ｒは，平成２６年度より取扱開始。 
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５ 不服申立ての件数及びその処理状況 

  保有個人情報の開示，訂正又は利用停止の請求に対する実施機関の決定や，不作為について不服がある

者は，行政不服審査法に基づく不服申立てをすることができます。 

  平成２６年度の不服申立ての件数と平成２６年度の処理状況は，表７のとおりです。 

 

  表７ 

                                                                  （単位：件） 

区  分 件数 
処  理  状  況 

認容 一部認容 棄却 却下 取下げ 継続審議 

平成２５年度以前の申立て分(※) ６ ０ ２ ０ ０ ０ ４ 

平成２６年度の申立て分 １１ ２ ０ ０ ０ ０ ９ 

合  計 １７ ２ ２ ０ ０ ０ １３ 

  ※ 平成２５年度以前の申立て分で，平成２６年度に処理を行った分の件数であり，平成２５年度末 

までに処理が完了した分の件数は含まない。 

※ 平成２６年度の申立て分のうち，認容（１件）については，実施機関が審議会へ諮問を行わず， 

認容を行ったもの。 
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６ 個人情報保護審議会への諮問等の状況 

 

  個人情報保護審議会は， 

   ① 個人情報の取扱いについて意見を述べ， 

   ② 必要に応じて保有個人情報の維持管理に関する措置について報告を求め，及び意見を述べ， 

   ③ 諮問された不服申立て事案について審議し， 

④  個人情報保護制度の運用に関する重要事項について，諮問に応じて答申し，及び建議する 

ことができます。 

【福岡市個人情報保護条例第56条第２項】  

 

  ③について， 

平成２６年度及び過年度分の不服申立てで，平成２６年度に審議会で処理したもの等の概要は表８の

とおりです。 

    

表８  

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第７４号） 

③不服申立て事案についての諮問 

診療報酬明細書及び調剤報酬明細書（医療機関に対して照会をしない

事） 

実 施 機 関 福岡市長（城南区市民部保険年金課） 

決 定 年 月 日 平成２５年７月１０日 

非 開 示 理 由 

条例第２０条第１号 

・医療機関に対して意見照会をしない事を希望されている為，開示する

ことにより今後の治療上の支障が生じるかなど，本人の生命，身体，

財産その他の権利利益を害するおそれについて確認ができないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年７月２５日 

諮 問 年 月 日 平成２５年８月６日 

答 申 年 月 日 平成２６年５月２９日 

答 申 内 容 一部認容 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２６年６月２３日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 一部認容 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第７５号） 

③不服申立て事案についての諮問 

診療報酬明細書 

実 施 機 関 福岡市長（西区市民部保険年金課） 

決 定 年 月 日 平成２５年８月５日 

非 開 示 理 由 

条例第２０条第１号 

・医療機関への診療報酬明細書の開示に関する意見を踏まえた結果，開

示することが適切でないと判断したため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年９月１９日 

諮 問 年 月 日 平成２５年１０月１６日 

答 申 年 月 日 平成２７年１月１４日 

答 申 内 容 一部認容 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２７年２月７日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 一部認容 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第７６号） 

③不服申立て事案についての諮問 

開示請求者が給食停止を依頼又は言及した旨の申請書類 

実 施 機 関 福岡市教育委員会（教育支援部健康教育課） 

決 定 年 月 日 平成２５年１０月３日 

非 開 示 理 由 文書が存在しないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年１１月２９日 

諮 問 年 月 日 平成２５年１２月２７日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第７７号） 

③不服申立て事案についての諮問 

『学校給食人員変更届』備考欄記載の『不登校』の認定に至った根拠と

なる文書（認定の要件を満たしていることが確認できるもの） 

実 施 機 関 教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２５年１０月３日 

非 開 示 理 由 文書が存在しないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２５年１１月２９日 

諮 問 年 月 日 平成２５年１２月２７日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第７８号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「児童扶養手当支給停止処分 一部取消通知書」中の記載事項（２箇所） 

実 施 機 関 福岡市長（東区保健福祉センター子育て支援課） 

決 定 年 月 日 平成２５年１２月２６日 

訂 正 拒 否 理 由  
①関連する保有個人情報はない。 

②訂正する理由がない。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年２月１２日 

諮 問 年 月 日 平成２６年３月１０日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第７９号） 

③不服申立て事案についての諮問 

東区役所子育て支援課からの電話連絡について，発言の根拠となる書類 

実 施 機 関 福岡市長（東区保健福祉センター子育て支援課） 

決 定 年 月 日 平成２６年１月１７日 

非 開 示 理 由 

開示請求に係る保有個人情報を保有していない。 

開示請求があったものは，児童扶養手当法第１３条の２第１項について

説明したものであり，個人情報を含んでいないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年２月１２日 

諮 問 年 月 日 平成２６年３月１０日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第８０号） 

③不服申立て事案についての諮問 

審査請求人と連絡がつかない状態であったことについて，具体的な期間

を示した根拠となる文書 

実 施 機 関 教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２６年２月４日 

非  開  示  理  由  文書が存在しないため 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年４月４日 

諮 問 年 月 日 平成２６年５月１日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第８１号） 

③不服申立て事案についての諮問 

高齢者福祉施設から提出された亡母に関する事故報告書 

実 施 機 関 福岡市長（東区保健福祉センター福祉・介護保険課） 

決 定 年 月 日 平成２６年３月２０日 

非  開  示  理  由  

条例第２０条第２号 

・対象の項目は，開示請求者以外の特定の個人を識別することができる

個人情報に該当するため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年４月８日 

諮 問 年 月 日 平成２６年５月１日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 ― 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 平成２６年６月１８日 

裁 決 ・ 決 定 内 容 認容 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第８２号） 

③不服申立て事案についての諮問 

国民健康保険資格認定事務に関する書類及び請求者に関する福岡県障害

者福祉課に提出した書類 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局総務部総務課） 

決 定 年 月 日 平成２６年４月２１日 

非  開  示  理  由  

（国民健康保険資格認定事務に関する書類） 

 条例第２０条第３号 

・法人の権利・利益を害するおそれがあるため。 

（請求者に関する福岡県障害者福祉課に提出した書類） 

条例第２０条第２号，第６号 

・証言した公社固有職員の職・氏名に該当するため。 

・障がい者虐待防止事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれのある情

報に該当するため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年４月２８日 

諮 問 年 月 日 平成２６年５月２８日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第８３号） 

③不服申立て事案についての諮問 

建築指導課からの文書に記載されている『東，西，及び南面について

は，土羽の高さ１メートル以内』であった旨の情報」に関する，保有個

人情報訂正請求の却下 

実 施 機 関 福岡市住宅供給公社（保全課） 

却 下 年 月 日 平成２６年８月１日 

却 下 理 由 

訂正請求に係る情報の内容では個人を特定できないため，個人情報に該

当しない。 

個人情報に該当しなければ訂正請求の対象とならない。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年９月１日 

諮 問 年 月 日 平成２６年９月２５日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第８４号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「住宅供給公社からの文書に記載されている『土羽の高さ１メートル以

内』であった旨の情報」に関する，保有個人情報訂正請求の却下 

実 施 機 関 福岡市住宅供給公社（保全課） 

却 下 年 月 日 平成２６年８月１日 

却  下  理  由  

訂正請求に係る情報の内容では個人を特定できないため，個人情報に該

当しない。 

個人情報に該当しなければ訂正請求の対象とならない。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年９月１日 

諮 問 年 月 日 平成２６年９月２５日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第８６号） 

③不服申立て事案についての諮問 

措置診察・入院関係書類 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局健康医療部保健予防課） 

決 定 年 月 日 平成２６年１０月８日 

非  開  示  理  由  

条例第２０条第１号，第２号，第６号 

・開示することで，本人の病状に悪影響を及ぼすおそれがあるため 

・開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるため 

・本人に開示することを前提としていない，本人に関する所見等の記録

であり，開示することにより事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年１２月３日 

諮 問 年 月 日 平成２６年１２月２５日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第８７号） 

③不服申立て事案についての諮問 

医療保護入院関係書類，退院・処遇改善に関する書類 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局健康医療部精神保健福祉センター） 

決 定 年 月 日 平成２６年１０月８日 

非  開  示  理  由  

第２０条第１号，第６号，第７号 

・開示することにより，生命，身体，健康，生活又は財産を侵害するお

それがあるため。 

・当該事務または事業の性質上，当該事務または事業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるため。 

・法律上従う義務を負う国等の機関の指示により，開示することができ

ないと認められる情報のため。 

・文書が存在していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年１２月３日 

諮 問 年 月 日 平成２６年１２月２６日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第８８号） 

③不服申立て事案についての諮問 

ケース記録（厚生障害年金関係の記述部分） 

実 施 機 関 福岡市長（博多区保健福祉センター保護第１課） 

決 定 年 月 日 平成２６年１２月１１日 

非  開  示  理  由  当該文書を作成していない。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２６年１２月３日 

諮 問 年 月 日 平成２６年１２月２５日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第８９号） 

③不服申立て事案についての諮問 

学校納入金返金分について，学校の金庫に保管されていたことを証明す

る文書及び銀行口座への入金に変更した根拠となる文書 

実 施 機 関 教育委員会（指導部学校指導課） 

決 定 年 月 日 平成２６年１２月２２日 

非  開  示  理  由  文書が存在しないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２７年１月７日 

諮 問 年 月 日 平成２７年１月２０日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第９０号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「保有個人情報一部開示決定通知書の，開示しない部分の概要及び理

由」に関する，保有個人情報訂正請求の却下 

実 施 機 関 福岡市長（東区保健福祉センター子育て支援課） 

却 下 年 月 日 平成２６年１２月２４日 

却  下  理  由  

本人が訂正を求める内容については，本請求者の保有個人情報開示請求

に対して，実施機関が開示しない部分の概要と理由を説明した文言であ

り，本請求者の個人情報とはいえないことから請求権が認められない。 

不 服 申 立 て 年 月 日 平成２７年２月１２日 

諮 問 年 月 日 平成２７年３月９日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 

裁 決 ・ 決 定 年 月 日 ― 

裁 決 ・ 決 定 内 容 ― 

 

 

  ④について，平成２６年度に審議会で処理したもの等の概要は表９のとおりです。 

 

表９ 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第９２号） 

④個人情報保護制度の運用に関する重要事項についての諮問 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の施行に伴う福岡市の個人情報保護制度のあり方について 

実 施 機 関 福岡市長 

諮 問 年 月 日 平成２７年３月３０日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 
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７ 個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への報告・照会・諮問等の状況 

個人情報の取扱いについて審議会の意見を聴く場合は，「個人情報保護事務取扱要綱第 24 個人情報の

公益上の取扱いに関する事務処理」の定めるところにより行っています。 

 

（１）公益上の取扱いに関する基準に定める類型に該当する事案 

個人情報の取扱いを行った後に，原則として審議会へ事後の報告を行う。報告があったものの概要につ

いては表１０のとおりです。 

 

表１０ 

 

（報告事案37号） 

取 扱 い の 概 要 

土地登記簿及び固定資産税の各情報から地目や面積等の情報を収集し，農業

振興地域農用地区域内の地目農地以外の土地の抽出し，農用地区域設定の見直

し及び今後の適切な管理のための資料とする。 

実 施 機 関  福岡市長（農林水産局農林部農業政策課） 

報 告 年 月 日 平成２６年４月３日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ウ】【該当事例及び解説：(ｱ) 】 

収集先（利用させる課） 財政局税務部課税企画課 

提供先（利用する課）  農林水産局農林部農業政策課 

 

 

（報告事案38号） 

取 扱 い の 概 要 

傷病者の家族から，家族が救急搬送された際の救急報告書の提供請求があ

り，本人は障がい者１級で，発語等不可。本人の同意を得ることが事実上困難

であるため，平成 22 年２月８日の救急搬送における救急報告書（兼 救急救

命処置録）を，個人情報の公益上の取り扱いに関する基準に基づき，家族へ任

意提供したもの。 

実 施 機 関  消防長（消防局警防部救急課） 

報 告 年 月 日 平成２６年１１月５日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｳ) 】 

提 供 先 救急搬送傷病者の家族 

 

 

（報告事案39号） 

取 扱 い の 概 要 

厚生労働省から知的障がい者の障害年金受給に係るサンプル調査のための障

がい福祉サービス及び療育手帳交付者の個人情報提供依頼があった。これは，

障害年金の請求漏れ防止のための調査であり，公益上の必要性があると認めら

れることから，福岡市個人情報保護条例第８条第４項第７号に基づき，個人情

報提供することとしたもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局障がい者部障がい者在宅支援課） 

報 告 年 月 日 平成２６年１２月１１日 

該当する基準の類型 【類型：３】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ)① 】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局障がい者部障がい者在宅支援課 

提 供 先 厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部企画課長 
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（報告事案40号） 

取 扱 い の 概 要 

傷病者の家族から，家族が救急搬送された際の救急報告書の提供先があり，

本人は死亡しているため，本人の同意を得ることが事実上困難であることか

ら，平成 26 年 12 月７日の救急搬送における救急報告書（兼 救急救命処置

録）を，個人情報の公益上の取扱いに関する基準に基づき，家族へ任意提供し

たもの。 

実 施 機 関  消防長（消防局警防部救急課） 

報 告 年 月 日 平成２７年２月１３日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｳ) 】 

提 供 先 救急搬送傷病者の家族 

 

（報告事案41号） 

取 扱 い の 概 要 

児童扶養手当とひとり親家族等医療費助成制度は，ともにひとり親家庭に対

する福祉制度であり，対象者はほぼ同じであるが，公的年金を受給できる場合

には児童扶養手当を受給できないという違いがあった。この点につき，平成

26 年 12 月に制度改正があり，児童扶養手当より低額の公的年金を受給する者

には，児童扶養手当を支給できるようになった。 

この制度改正について広報を行う必要があるが，制度改正の対象者を把握で

きていないことから，対象者となりえ得る者を絞り込み制度改正案内を送付す

るなどの広報を行ったもの。 

対象者の抽出をするために，住所・氏名等の基礎的な情報以外の情報も利用

するが，案内送付の際には住所・氏名のみを使用した。 

実 施 機 関  福岡市長（こども未来局こども部こども家庭課） 

報 告 年 月 日 平成２７年３月１２日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ) 】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局総務部医療年金課 

提供先（利用する課）  こども未来局こども部こども家庭課 

 

（報告事案42号） 

取 扱 い の 概 要 

西新駅エレベーター建設工事の施工箇所周辺における井戸水使用者を把握す

る必要があり，また，個別の調査・収集では，迅速かつ円滑な事業の遂行に支

障があり，市民への負担を軽減するという観点から，台帳を利用するもの。 

実 施 機 関  公営企業管理者（交通局建設部技術課） 

報 告 年 月 日 平成２７年３月２４日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ)② 】 

収集先（利用させる課） 道路下水道局総務部下水道料金課 

提供先（利用する課）  交通局建設部技術課 
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（報告事案43号） 

取 扱 い の 概 要 

子育て世帯臨時特例給付金の申請書配布対象の特定において，平成２５年度

の児童手当受給者情報を利用する。 

子育て世帯臨時特例給付金は支給要件として，特定日時点の児童手当受給者

を対象とした制度になっている。申請書配布対象の特定において，児童手当受

給者情報を利用するが，当該取扱いが目的外利用にあたる。児童手当認定と子

育て世帯臨時特例給付金判定間の調整，及び，情報の正確性・客観性を確保し

適切かつ公平な案内を行うために個人情報を相互に利用・提供することが必要

である。 

実 施 機 関  福岡市長（こども未来局こども部こども家庭課） 

報 告 年 月 日 平成２７年３月３１日 

該当する基準の類型 
【類型：３ａ】【区分：（１）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｳ) 】 

【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：(ｱ) 】 

収集先（利用させる課） こども未来局こども部こども家庭課（児童手当担当） 

提供先（利用する課）  こども未来局こども部こども家庭課（子育て世帯臨時特例給付金担当） 

 

（報告事案44号） 

取 扱 い の 概 要 

子育て世帯臨時特例給付金との併給調整のため。 

平成２６年度臨時福祉給付金給付業務においては，子育て世帯臨時特例給付

金との併給調整を行うこととされていた。（両方の給付金の受給資格がある者

は，臨時福祉給付金のみを支給する） 

これを踏まえ，福岡市においては両給付金の申請書を一体化し，申請・審

査・至急までの手続きを一体化して行った。この実現のため，申請書を作成す

る段階で児童手当受給権者及び対象児童に係る情報をこども未来局こども家庭

課より提供を受けた。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局総務部課長（臨時福祉給付金担当）） 

報 告 年 月 日 平成２７年３月３１日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（１）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ｳ）】 

収集先（利用させる課） こども未来局こども部こども家庭課（児童手当担当） 

提供先（利用する課）  保健福祉局総務部課長（臨時福祉給付金担当） 

 

（報告事案45号） 

取 扱 い の 概 要 

当課において，平成２６年度臨時福祉給付金の申請書送付に際し，視覚障が

いのある方へ確実に送付するため，点字加工を施した封筒による送付及び点字

文書（案内）の同封を行うこととした。 

しかし，当課ではどの送付対象者へ点字加工による送付をすべきか情報を把

握していない為，対象者の特定のための氏名，住所等の情報を，各区福祉・介

護保険課から提供を受けたもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局総務部臨時福祉給付金担当） 

報 告 年 月 日 平成２７年３月３１日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ｱ）】 

収集先（利用させる課） 各区福祉・介護保険課 

提供先（利用する課）  保健福祉局総務部臨時福祉給付金担当 
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（２）公益上の取扱いに関する基準に定める類型に準じる事案 

個人情報の取扱いについて，審議会会長の意見を聴くこととし，会長専決により処理を行います。審議

会会長に照会があったものの概要については表１１のとおりです。 

 

表１１ 

 

（照会事案第28号） 

取 扱 い の 概 要 

臨時福祉給付金の給付額は，基本的には 10,000 円であるが，支給対象者の

うち，老齢基礎年金，児童扶養手当等の各種年金・手当を受給している方につ

いては，それに5,000円を加算し，15,000円を支給することとなっている。 

この加算対象手当のうち，別紙に掲げる手当等については，外部機関が給付

事務を行っており，受給者情報もそれぞれの担当機関から提供されることと

なっているが，提供される情報や時期については，担当機関が独自に判断し，

本市に送付することとなっている。 

これらの情報は給付事務を正確に遂行するにあたって欠かせない情報ではあ

るものの，このとおり，臨時福祉給付金申請者の同意を得る前に本人外収集を

することとなる。 

これについては，福岡市個人情報保護条例第８条第１項から第６項までのい

ずれにもあてはまらないため，福岡市個人情報保護審議会会長に照会するもの

である。 

なお，臨時福祉給付金の申請を受け付ける際には，別紙に掲げる情報につい

て確認を取ることについて同意を得ることとしている。 

照 会 年 月 日  平成２６年４月７日 

準じる基準の類型 【類型：１】【区分：（３）】【分類：ア】 

収集先（利用させる課） 日本年金機構，福岡県健康増進課，厚生労働省健康局総務課 

提供先（利用する課） 保健福祉局総務部課長（臨時福祉給付金準備担当） 

回 答 年 月 日  平成２６年５月２日 

会  長  意  見  

本件については，公益上の必要性が認められることから，本人外収集をして

差し支えない。 

ただし，提供される時期については，担当機関が独自に判断することから，

提供を受けてから本人からの同意を得るまでに，どの程度の期間を要するは現

時点で確定することはできず，情報を保有することは可能だが，利用すること

ができない期間が相当程度発生する可能性も否定できない。 

そのため，提供を受けた個人情報の適正管理に留意するとともに，利用につ

いては慎重かつ適切に行うよう十分配慮すること。 
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（照会事案第29号） 

取 扱 い の 概 要 

道路下水道局建設部中部道路課が計画している都市計画道路長尾橋本線の道

路整備において，一部の土地の境界確認が必要である。 

このことから，土地所有者に境界確認の了承を求めるべく，土地登記簿謄本

に記載の住所から本人所在を確認したが，その住所に居住しておらず，住民

票・戸籍謄本を公用請求した結果，「該当なし」との回答であった。 

このため，当該土地所有者の所在を確認する手段として，固定資産税の納税

通知先の住所，氏名の利用に関する個人情報の取扱いについて照会するもの。 

照 会 年 月 日  平成２６年１２月１２日 

準じる基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ウ】 

収集先（利用させる課） 財政局税務部課税企画課 

提供先（利用する課） 道路下水道局建設部中部道路課 

回 答 年 月 日  平成２６年１２月１８日 

会  長  意  見  

本件については，公益上の必要性が認められることから，目的外利用をして

差し支えない。 

ただし，納税通知送付先の住所は，必ずしも当該土地の所有者の住所である

とは限らず，また，何らかの事情がある可能性もあり得ることから，利用につ

いては慎重かつ適切に行うよう十分配慮すること。また，個人情報の適正管理

に留意すること。 
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（３）上記の（１）（２）に該当しない事案 

個人情報の取扱について，審議会へ諮問してその意見を聴くこととなっています。平成２６年度に諮問が

あったものの概要については表１２のとおりです。 

 

表１２ 

 

諮 問 の 概 要  

（諮問第８５号） 

平成 29 年度より，福岡都市圏の７消防本部（当初は，筑紫野太宰府消

防本部及び糸島市消防本部を除く５消防本部）にかかる，」119 番頭の通

報受付から災害場所の特定，出動隊の編成，出動指令，出動車両の管

理，情報収集，現場活動の支援，市民への情報提供といった指令業務

を，福岡市の災害救急指令センター（以下，「共同指令センター」とい

う。）で行うもの（地方自治法第 252 条の 14 第１項による事務の委

託）。 

 指令業務の共同運用は，消防教務のうち指令業務の部分のみを共同運

用するものであり，現場へ出動する車両については，従来どおり，各地

域を管轄する消防本部の消防署所から出動する。 

この指令業務において，通報者や傷病者等の個人情報の収集，提供及び

支援情報（家族構成，建物の管理者情報等）の提供等を行う。 

 このような災害発生時の対応の他，あらかじめ，共同指令センターに

おいて都市圏内の各市町村から災害時要援護者情報を収集しておき，災

害時に適切な対応が取れるようにする。 

また，市民への情報提供のため，市民のメールアドレスを収集し利用

する。 

実 施 機 関 消防長（消防局警防部情報管理課） 

諮 問 年 月 日 平成２６年１０月２３日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 
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諮 問 の 概 要  

（諮問第９１号） 

医療費・介護給付費の分析を行い，地域の健康課題や個人単位での総

合的な健康状態を把握することにより，データに基づく事業評価体制を

構築するとともに，対個人においてもきめ細やかな保健事業・介護予防

事業を実施していくため，健診・医療・介護情報を集約し総合的に利活

用する仕組みとして構築された国保データベース（KDB）システムを利用

する。 

その際，実施機関内において国民健康保険の医療情報及び健診情報を

保有する各担当課，介護情報を保有する担当課，保険事業や介護予防事

業を実施する各担当課の間で目的外の利用・提供がなされることとな

る。 

また，75 歳以上の市民の医療保険を担う福岡県後期高齢者医療広域連

合との間で，国民健康保険の医療情報及び健診情報を保有する各担当

課，介護情報を保有する担当課は本人外収集と目的外提供を行うことと

なる。 

実 施 機 関 

福岡市長（保健福祉局総務部国民健康保険課，保健福祉局総務部医療年

金課，保健福祉局健康利用部健康増進課，保健福祉局高齢社会部介護福

祉課，保健福祉局高齢社会部地域包括ケア推進課，保健福祉局高齢社会

部高齢社会政策課） 

諮 問 年 月 日 平成２７年３月２７日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 （審議中） 
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８ 個人情報の漏えい等の状況 

平成２６年度に報告された，個人情報の漏えい等の事案の件数は，表１３のとおりです。 

 

表１３ 

（単位：件） 

 漏えい等事案の件数 

 

総 件 数 

発 生 形 態 別 

誤送付 誤交付 誤廃棄 紛失 
ネット

流出 
盗難 その他 

２６ １０ １ ２ １０ ０ ０ ３ 

規 

模 

別 

１～５人 
１０ １ １ ５ ０ ０ ２ 

６～５０人 
０ ０ ０ ３ ０ ０ １ 

５１～１００人 
０ ０ １ ０ ０ ０ ０ 

１０１～１０００

人 
０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ 

１００１人以上 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

上記の主な内容 

 

・平成２６年４月  障がい児通所支援サービス契約書等 ５９人分 

福岡市立心身障がい福祉センターにおいて，個人情報が記載された保存期間が満了していない書類が所

在不明となっており，誤廃棄したと思われるもの。 

 

・平成２６年６月 ＵＳＢメモリ ２６名分 

小学校において，児童の個人情報が記録されたＵＳＢメモリを紛失したもの。 

 

・平成２６年１１月 ＵＳＢメモリ ２０名分 

福岡市立こども病院において，病院移転時にパソコンから取り外したＵＳＢメモリを紛失したもの。 

 


